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区　分 令和４年度決算額 令和３年度決算額 伸び率

自
主
財
源

市 税 40億 5,320万円 39億 6,731万円 2.2%
諸 収 入 24億 9,082万円 27億 4,791万円 ▲ 9.4%
繰 越 金 9億 3,270万円 8億 8,816万円 5.0%
繰 入 金 5億 　11万円 3億 8,997万円 28.2%
寄 附 金 4億 2,339万円 3億 9,647万円 6.8%
使用料および手数料 2億 6,466万円 2億 5,214万円 5.0%
分担金および負担金 7,219万円 7,859万円 ▲ 8.1%
財 産 収 入 2,722万円 2,924万円 ▲ 6.9%

計 87億 6,429万円 87億 4,979万円 0.2%

依
存
財
源

国 庫 支 出 金 44億 6,209万円 53億 2,818万円 ▲ 16.3%
地 方 交 付 税 38億 4,732万円 38億 6,493万円 ▲ 0.5%
譲与税・交付金 13億 2,498万円 13億 4,406万円 ▲ 1.4%
県 支 出 金 12億 8,938万円 12億 3,608万円 4.3%
市 債 6億 6,251万円 12億 7,751万円 ▲ 48.1%

計 115億 8,628万円 130億 5,076万円 ▲ 11.2%
合　　計　 203億 5,057万円 218億 　55万円 ▲6.7%

令和４年度決算の概要令和４年度決算の概要
　令和４年度は、新型コロナウイルス感染症への対応として、感染拡大防止とワクチン接種の推進に引き続き取
り組みながら、市民生活に大きな影響を与えた物価高騰への対策として、国の施策である、子育て世帯や住民税
非課税世帯等への給付金のほか、本市独自の施策として、全市民に対する商品券の配布や事業者に対する支援金
の給付など、市民生活や地域経済を下支えするさまざまな支援策に時機を逃さず取り組みました。
　また、第十次「境港市まちづくり総合プラン」の初年度として、将来都市像である「環日本海オアシス都市～
笑顔あふれる日本一住みたいまち境港～」の実現に向け、従来の市民生活に根ざしたサービスを堅持しつつ、「境
港市民交流センター」を核とした賑わいの創出やゼロカーボンシティの実現に向けた諸施策に加え、公立保育園
のリニューアルや市営住宅の整備、パートナーシップ宣誓制度の導入、子育て家庭への切れ目のない伴走型相談
支援の充実にも取り組むなど、着実に諸施策を展開しました。
　一般会計は、歳入から歳出を差し引いた額が6億 6,758万円の黒字で、そこから翌年度に繰り越すべき財源1
億 4,707万円を除いた実質的な黒字額が5億 2,051万円となりました。

一般会計歳入の状況一般会計歳入の状況
　歳入総額は203億 5,057万
円で、前年度から14億 4,998
万円（6.7%)の減となりました。
　そのうち自主財源は、諸収入
や分担金および負担金が減と
なったものの、繰入金や市税の
増などにより、前年度比1,450
万円（0.2%）の増となりました。
　また依存財源は、県支出金が
増となったものの、国庫支出金
や市債の減などにより、前年度
比14億 6,448 万円（11.2%)
の減となりました。

歳　

入

一般会計歳入一般会計歳入
203億 5,057万円203億 5,057万円

自主財源自主財源
43.1%43.1%

依存財源依存財源
56.9%56.9%

市　税
40億 5,320万円 (19.9%)
市民税、固定資産税、たばこ税など

諸収入
24億 9,082万円 (12.2%)
貸付金の元利収入など

寄附金
4億 2,339万円 (2.1%)
ふるさと納税、一般寄附など

繰入金
5億 11万円 (2.5%)
基金（貯金）を取り崩したお金

使用料および手数料
2億 6,466万円 (1.3%)
市営住宅などの公共施設の使用料や、
ごみ処理の手数料など

そのほか
9,941万円 (0.5%)
分担金、財産収入など

地方交付税
38億 4,732万円 (18.9%)
国税の一部が、市の財政状況など
に応じて交付されるお金

国庫支出金
44億 6,209万円 (21.9%)
市が行う事業に対する
国からの負担金や補助金

市　債
6億 6,251万円 (3.3%)
投資事業などを行うために借
り入れたお金（借金）県支出金

12億 8,938万円 (6.3%)
市が行う事業に対する
県からの負担金や補助金

譲与税・交付金
13億 2,498万円 (6.5%)
地方消費税から配分されるお金など

繰越金
9億 3,270万円 (4.6％ )
前年度からの繰越金

会計名 歳入決算額 歳出決算額

国民健康保険費 33億 4,720万円 33億 1,373万円

駐 車 場 費 3,348万円 5,942万円

下 水 道 事 業 費 18億 9,976万円 18億 6,778万円

介 護 保 険 費 39億 4,668万円 38億 5,525万円

市 場 事 業 費 7,811万円 7,241万円

後期高齢者医療費 4億 9,607万円 4億 9,430万円

特別会計歳入歳出の状況特別会計歳入歳出の状況

一般会計歳出の状況一般会計歳出の状況
　歳出総額は 196 億 8,299 万
円で、前年度から 11 億 8,487
万円（5.7%) の減となりました。
　主な特徴として、清掃センター
解体及びストックヤード整備事
業の増などにより衛生費が 1億
1,521 万円（7.7%）の増となり
ました。
　一方で、市民交流センター建設
工事費の減などにより教育費が
10 億 9,540 万円（30.1%）の
減となったほか、子育て世帯への
臨時特別給付金給付事業の減など
により民生費が 2億 8,435 万円
（4.3%）の減となっています。

区　分 令和4年度決算額 令和3年度決算額 伸び率

民 生 費 63億 1,978万円 66億 413万円 ▲ 4.3%

商 工 費 29億 5,020万円 29億 1,944万円 1.1%

教 育 費 25億 3,822万円 36億 3,362万円 ▲ 30.1%

総 務 費 23億 3,255万円 23億 5,110万円 ▲ 0.8%

土 木 費 18億 8,575万円 17億 7,466万円 6.3%

衛 生 費 16億　339万円 14億 8,818万円 7.7%

公 債 費 12億 7,073万円 12億 7,764万円 ▲ 0.5%

消 防 費 3億 9,646万円 4億 2,281万円 ▲ 6.2%

農 林 水 産 業 費 2億 606万円 2億 732万円 ▲ 0.6%

議 会 費 1億 6,586万円 1億 7,518万円 ▲ 5.3%

労 働 費 1,399万円 1,378万円 1.5%

合　　計 196億 8,299万円 208億 6,786万円 ▲ 5.7%

民生費
63億 1,978万円 (32.1%)
障がい者、高齢者、子育てなど
福祉に関する経費

一般会計歳出一般会計歳出
196億 8,299万円196億 8,299万円

商工費
29億 5,020万円 (15.0%)
各種資金融資、観光振興などに関する経費

総務費
23億 3,255万円 (11.9%)
課税徴収、市民窓口などに
関する経費

土木費
18億 8,575万円 (9.6%)
道路、公園の整備や維持管理、市
営住宅の管理などに関する経費

教育費
25億 3,822万円 (12.9%)
小中学校、市民交流センター、図書館、公民館、
体育施設などに関する経費

公債費
12億 7,073万円 (6.5%)
市が借り入れた市債（借金）
などの返済に関する経費

衛生費
16億 339万円 (8.1%)
健康診断、ワクチン接種、
ごみ処理などに関する経費

消防費
3億9,646万円(2.0%)
消防に関する経費

農林水産業費
2億 606万円 (1.0%)
農業、林業、水産業の振
興などに関する経費

議会費
1億 6,586万円 (0.8%)
議会の運営に関する経費

労働費
1,399万円 (0.1%)
雇用対策などに関する経費歳　

出

市債残高・基金現在高の推移市債残高・基金現在高の推移
※普通会計

※普通会計とは、会計の組み方が自治体ごとに
　異なるため、統計的に財政比較が可能な仮の
　会計として用いられるものです。


